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新監査公表第１１号 

 令和２年度包括外部監査の結果に基づく措置について、新潟市長から通知がありましたので、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第２５２条の３８第６項の規定により以下のとおり公表します。 

令和４年１２月２７日 

新潟市監査委員  古 俣 誉 浩 

   同     伊 藤 秀 夫 

  同     五十嵐 完 二 

 同     串 田 修 平 

令和２年度包括外部監査テーマ 

「農業政策に関する事務の執行について」 

新潟市長が講じた措置 

監査結果
報告書
の 頁

担当部署 指摘事項等 
措置内容等 

第１回 第２回 

47 農林政策
課 

意見1 
1-1 農業次世代人材投資
事業 

成果指標を設定して取り組
むべきである。

市の説明によれば、本事業
を利用した新規就農者が増え
ないのは、制度の使い勝手の
悪さに起因するとのことであ
る。とはいえ、本事業は実質
的に国の予算で新規就農者を
増加させることができること
から、利用者を増加させる取
組みも必要であり、その際は
成果指標を設定し、事後的に
成果を測定、評価し得るよう
な形で取り組むべきである。

新潟市補助金等交付規則
に基づき設定する「補助金
取扱基準」において、成果
指標（目標値）を設定して
います。 
今後改訂する本市の農業

構想における目標も考慮し
ながら、より適切な指標設
定を検討していきます。 

【検討中】

新潟市補助金等交付規則
に基づき設定する「補助金
取扱基準」における成果指
標（目標値）は既に設定し
ています。 
令和5年4月に改訂する本

市農業構想を踏まえ、さら
に適切な成果指標について
検討をしていきます。 

【検討中】

49 農林政策

課 

意見2 
1-2 新規就農者確保・育
成促進事業 

成果指標を設定して取り組
むべきである。

市は、本事業を組織目標達
成のための主な取組みの1つ
としているが、本事業個別の
成果指標は設定していなかっ
た。市は、本事業の重点育成
期間経過後までに達成したい
目標等を設定し、実施効果を
測定し得る形で取り組むべき

新潟市補助金等交付規則に
基づき設定する「補助金取扱
基準」において、成果指標
（目標値）を設定していま
す。 
今後改訂する本市の農業構

想における目標も考慮しなが
ら、より適切な指標設定を検

新潟市補助金等交付規則
に基づき設定する「補助金
取扱基準」における成果指
標（目標値）は既に設定し
ています。 
令和5年4月に改訂する本

市農業構想を踏まえ、さら
に適切な成果指標について
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である。 討していきます。 

【検討中】

検討をしていきます。 

【検討中】

53 食と花の

推進課 

（旧農林

政策課） 

意見4 
1-3 農・福連携事業 

成果指標を設定して取り組
むべきである。

障がい者の農業分野への就
労促進という観点では成果は
上がっていないが、障がい者
の就労体験等の支援という観
点で評価すれば、参加者の満
足度等の指標が示す結果によ
っては、事業継続の意義も認
められるため、市は、適切な
成果指標を設定した上で、取
り組むべきである。 

「新潟市アグリパークに
おいて実施する、就労を目
指す障がい者等を対象とし
た農作業基礎訓練に参加し
た利用者が、その後に施設
外就労をした実績」を基
に、令和3年度から成果指標
の設定を検討します。 

【検討中】

現在、新型コロナウイル
ス感染症の影響で事業の実
施を見合わせていますが、
令和3年度に福祉事業所のニ
ーズについてアンケートを
行いました。今後は、ニー
ズとして一番高かった「土
や農にふれるきっかけづく
り」となる体験の提供を重
視し、令和5年度事業から利
用者の満足度などを成果指
標として設定します。 

【検討中】

57 農林政策

課 

意見5 
1-5 機構集積協力金事業 

成果指標を設定して取り組
むべきである。

本事業は、国が主導する事
業であるものの、市は、地域
集積協力金や経営転換協力金
の対象面積等の数値目標を設
定し、事後的に成果を測定、
評価し得る形で取り組むべき
である。 

新潟市補助金等交付規則に
基づき設定する「補助金取扱
基準」において、成果指標
（目標値）を設定していま
す。 
今後改訂する本市の農業構

想における目標も考慮しなが
ら、より適切な指標設定を検
討していきます。 

【検討中】

新潟市補助金等交付規則
に基づき設定する「補助金
取扱基準」における成果指
標（目標値）は既に設定し
ています。 
令和5年4月に改訂する本

市農業構想を踏まえ、さら
に適切な成果指標について
検討をしていきます。 

【検討中】

64 農林政策

課 

指摘6 
1-10 利子補給金 

融資機関による報告遅れを
看過している例が散見され
た。

融資機関が市に提出した経
営改善資金計画認定通知書に
ついて、報告日から大幅に遅
れて市が収受している例が散
見された。これは、利子補給
が年1回支給であり、翌年1月
までに報告すれば、補給金の
受給漏れが発生しないこと等
の事由から、まとめて報告さ
れることがあるとのことであ
る。今後は、融資機関との連

同じく新潟市特別融資制
度推進会議を構成する県の
担当課と連携し、農業制度
融資の担当者会議などを通
して、各融資機関に対して
問題点の共有を行いまし
た。 
各融資機関に対しては、

要領に基づき、原則として
速やかな提出を求めるとと
もに、認定日から提出日ま

令和3年度中に、各融資機
関に対し、要領に基づき、
原則として速やかな提出を
求めるとともに、認定日か
ら提出日まで期間が空く場
合は、その合理的な理由を
付すことを要請しました。 

【措置済み】
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携を密にし、速やかな報告を
求めるべきである。 

で期間が空く場合は、その
合理的な理由を付すことを
令和3年度末までに各融資機
関に要請します。 

【検討中】

66 農林政策
課 

意見6 
1-11 農業共済組合等委
託金 

旧豊栄地区にも外部委託の
範囲を拡大した場合のコス
ト面等に与える影響を検討
する必要がある。

市は、旧豊栄地区を除き、
防除計画の策定等の業務を外
部委託しているが、現状と、
旧豊栄地区も外部委託した場
合を比較検討し、より優位性
のある方法で事業を実施する
べきである。 

令和3年度末までに、旧豊
栄地区も外部委託の範囲に
含めた場合のコスト面や職
員配置、実施体制等の運営
面の影響を検討し、有利で
あれば委託先との調整を図
っていきます。 

【検討中】

旧豊栄地区と外部委託し
ている地区のコスト面を令
和3年6月～8月に比較し、コ
スト面の差は小さいことが
判明しました。 
上記と、委託先が旧豊栄

地区を受託する意向がない
ことから、業務委託は難し
いと考えています。 

【措置済み】

69 農林政策

課 

指摘7 

1-13 農業総務事務費 

農業総務事務費として処理

される事業費の範囲が、区

によって異なる例が散見さ

れた。

事務費の支出項目が、区に

よって相違があったため、同

一内容の事業費は、部内で同

一方針に基づき、分類・整理

する必要がある。 

各区の支出状況を調査した
結果、令和4年度予算編成に
絡めた見直しが必要なため、
令和3年度中に統一方針を策
定します。 

【検討中】

 令和3年度に各区における
事務費の支出状況の調査を
行い、令和4年度予算編成に
おいて、統一方針のもと農
業総務事務費の予算化を図
りました。 

【措置済み】

88 農林政策

課 

意見10 
1-17 元気な農業応援事業 
補助金ごとのチェックリス
トを整備することが望まし
い。

補助金交付事務の誤りは、
各補助金ごとに定められた対
象事業、補助対象者、補助率
などが頻繁に改正されること
に、各区担当者が対応し切れ
ていないことが一因と考えら
れる。 
市は、補助金ごとに確認す

令和3年4月に事務マニュ
アルの見直しを実施し、事
業内容や申請時の添付資料
等を分かりやすいように整
理しました。 
チェックリストについて

は、令和3年度中に実務担当
者と連携してチェックすべ

令和4年4月に事務マニュ
アルの改正を行い、マニュ
アルや補助事業上の注意す
べき点を担当者間で共有し
ました。 
進行管理に執行漏れやミ

ス等が起きやすいとの意見
が担当者からあったことか
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べき項目を漏れなく抽出した
市共通のチェックリストを整
備し、審査時に活用すること
が望ましい。 

き項目を検討し、令和4年度
からの実施に向けて進めて
いきます。 

【検討中】

ら、執行管理表を作成し、
各事業の進行状況をチェッ
クできる様式を令和4年4月
1日に整えました。 

【措置済み】

89 農林政策
課 

意見11 
1-17 元気な農業応援事業 

事業費が多額となる場合
は、3者見積もりを必要と
するべきである。

市は、申請書の添付書類と
して、ハード事業では3者の
見積書提出を求めているが、
ソフト事業にその要件はな
く、導入資材が高額のときも
2者以上の見積書提出は不要
とされている。事業費が多額
のときは、ハード事業と同様
に、3者の見積書提出を求め
るべきである。 

令和3年5月に関連団体等
に、「市単補助事業におけ
る添付資料の取扱い変更に
ついて（通知）」を通知し
ています。交付申請書の添
付資料として、「3者見積も
り」もしくは「3者見積もり
が適当でない理由（理由
書）」を提出するように取
扱いを変更しました。今年
度は経過措置として極力提
出を求めるものとし、令和4
年度から提出を必須とする
方向で、関連要綱・要領の
改正を進めていきます。 

【検討中】

特段の事情がある場合を
除き、ソフト事業について
も3者見積もりの添付を必須
とするよう、要綱の改正
（令和4年4月1日施行）を
行いました。 

【措置済み】

89 農林政策
課 

意見12 
1-17 元気な農業応援事業 

成果指標を設定して取り組
むべきである。

市は、ニューフードバレー
構想推進を組織目標に掲げ、
本事業はその主要な事業の1
つとして実施されている。組
織目標達成状況評価のための
指標は3つ設定されている
が、本事業個別の成果指標は
設定されていない。 
市は、本事業の事業主体に

対し、客観的な成果指標の設
定を求めていることから、市
も成果指標を設定し、事後的
に実施効果を測定、評価し得
る形で取り組むべきである。

新潟市補助金等交付規則に
基づき設定する「補助金取扱
基準」において、成果指標
（目標値）を設定していま
す。 
今後改訂する本市の農業構

想における目標も考慮しなが
ら、より適切な指標設定を検
討していきます。 

【検討中】

新潟市補助金等交付規則
に基づき設定する「補助金
取扱基準」において、本事
業個別の成果指標（目標
値）を令和4年4月1日に設
定しました。 
令和5年4月に改訂する本

市農業構想を踏まえ、より
適切な成果指標について検
討をしていきます。 

【検討中】

94 農林政策
課 

指摘14 
1-20 環境と人にやさしい
農業支援事業 

補助事業実績報告書に補助
事業にかかる請求書の写し
のみが添付され、支払の事
実が確認できないまま、補
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助金が交付されたものが散
見された。

補助事業実績報告書に、請
求書の写しのみ添付されてい
ることについて、市の規則に
おいても、本事業の補助金交
付要綱上も問題はない。しか
し、補助金の支払いは、事業
完了後の精算払いが原則であ
る以上、市は、領収書やそれ
に代わる書類の提出を求める
ことを原則とすべきであり、
上記要綱も見直すべきであ
る。また、自己資金に乏し
く、事業執行に支障を及ぼす
場合には、「概算払い」でき
る旨を要綱に定めることも考
えられる。 
なお、上記指摘は、他の補

助金にも当てはまるものがあ
り、併せて見直しがなされる
べきである。 

令和3年5月に関連団体等
に、「市単補助事業におけ
る添付資料の取扱い変更に
ついて（通知）」を通知し
ています。実績報告書の添
付資料として、原則として
領収書の提出を必要とする
と、取扱いを変更しまし
た。今年度は経過措置とし
て極力提出を求めるものと
し、令和4年度から提出を必
須とする方向で、関連要
綱・要領の改正を進めてい
きます。 

【検討中】

実績報告書に領収書の写
しの添付を必須とするよ
う、要綱の改正（令和 4年 4
月1日施行）を行いました。

【措置済み】

95 農林政策
課 

意見13 
1-20 環境と人にやさしい
農業支援事業 

補助金ごとのチェックリス
トを整備することが望まし
い。

補助金交付事務の誤りは、
各補助金ごとに定められた対
象事業、補助対象者、補助率
などが頻繁に改正されること
に、各区担当者が対応し切れ
ていないことが一因と考えら
れる。 
市は、補助金ごとに確認す

べき項目を漏れなく抽出した
市共通のチェックリストを整
備し、審査時に活用すること
が望ましい。

令和3年4月に補助事業研
修会を実施し、実務担当者
と事業内容や申請時の注意
点を共有しました。 
チェックリストについて

は、令和3年度中に実務担当
者と連携してチェックすべ
き項目を検討し、令和4年度
からの実施に向けて進めて
いきます。 

【検討中】

令和4年4月に事務マニュ
アルの改正を行い、マニュ
アルや補助事業上の注意す
べき点を担当者間で共有し
ました。 
進行管理に執行漏れやミ

ス等が起きやすいとの意見
が担当者からあったことか
ら、執行管理表を作成し、
各事業の進行状況をチェッ
クできる様式を令和4年4月
1日に整えました。 

【措置済み】

96 農林政策
課 

意見14 
1-20 環境と人にやさしい
農業支援事業 

事業費が多額となる場合
は、3者見積もりを必要と
するべきである。

市は、申請書の添付書類と
して、ハード事業では1台
（機、基）当たり10万円以上
のときは、3者の見積書提出
を求めているが、ソフト事業
では3者見積が望ましいとす

令和3年5月に関連団体等
に、「市単補助事業におけ
る添付資料の取扱い変更に
ついて（通知）」を通知し
ています。交付申請書の添
付資料として、「3者見積も

特段の事情がある場合を
除き、ソフト事業について
も3者見積もりの添付を必須
とするよう、要綱の改正
（令和 4 年 4 月 26 日施行）
を行いました。 
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るだけである。農業用資材等
は、単価が低額でもまとめて
購入すると多額になることも
あることから、市は、事業費
が多額のときは、ハード事業
と同様に、3者の見積書提出
を求めるべきである。 

り」もしくは「3者見積もり
が適当でない理由（理由
書）」を提出するように取
扱いを変更しました。今年
度は経過措置として極力提
出を求めるものとし、令和4
年度から提出を必須とする
方向で、関連要綱・要領の
改正を進めていきます。 

【検討中】

【措置済み】

96 農林政策
課 

意見15 
1-20 環境と人にやさしい
農業支援事業 

成果指標を設定して取り組
むべきである。

市は、主食用水稲作付面積
に占める化学合成農薬や肥料
を5割以上削減した栽培面積
の割合を、2022年までに50％
に引き上げることを、農業構
想の目標として明記している
が、個々の事業ごとに具体的
な成果指標を設定していな
い。 
本事業の成果は、化学合成

農薬や肥料の削減割合により
評価することは合理的ではな
く、市は、支援事業の目的に
合致する成果指標を個別に設
定し、事後的に実施効果を測
定、評価し得る形で取り組む
べきである。 

新潟市補助金等交付規則に
基づき設定する「補助金取扱
基準」において、成果指標
（目標値）を設定していま
す。 
今後改訂する本市の農業構

想における目標も考慮しなが
ら、より適切な指標設定を検
討していきます。 

【検討中】

新潟市補助金等交付規則
に基づき設定する「補助金
取扱基準」において、本事
業個別の成果指標（目標
値）を令和4年4月1日に設
定しました。 
令和5年4月に改訂する本

市農業構想を踏まえ、より
適切な成果指標について検
討をしていきます。」 

【検討中】

98 農林政策

課 

意見16 
1-21 環境保全型農業直接
支払交付金事業 

成果指標を設定して取り組
むべきである。

本事業は、国が主導する事
業であるものの、この制度の
利用が進めば、市は1/4の負
担で環境保全効果を得ること
につながるため、実施面積の
目標など、市としての成果指
標を設定し、事後的に成果を
測定、評価し得る形で取り組
むべきである。 

新潟市補助金等交付規則に
基づき設定する「補助金取扱
基準」において、成果指標
（目標値）を設定していま
す。 
今後改訂する本市の農業構

想における目標も考慮しなが
ら、より適切な指標設定を検
討していきます。 

【検討中】

新潟市補助金等交付規則
に基づき設定する「補助金
取扱基準」において、本事
業個別の成果指標（目標
値）を令和4年4月1日に設
定しました。 
令和5年4月に改訂する本

市農業構想を踏まえ、より
適切な成果指標について検
討をしていきます。 

【検討中】

101 農林政策
課 

意見17 
1-23 新潟県農林水産業
総合振興事業 
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成果指標を設定して取り組
むべきである。

本事業は、県の補助事業に
市が上乗せ補助するものであ
るが、上乗せ支援の効果を期
待して市が補助金を支出する
以上、市としての成果指標を
設定し、事後的に成果を測
定、評価し得る形で取り組む
べきである。 

県が主体となって実施する
園芸プランの実現に向けた事
業に、本市が一部上乗せ補助
しており、県市一体となり目
標の達成を目指すべきもので
す。 
本市の上位計画「新潟市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦
略」において指標設定してい
る、「農業産出額（推計
値）」に資する事業と考えて
います。 
今後改訂する本市の農業構

想における目標も考慮しなが
ら、より適切な指標設定を検
討していきます。 

【検討中】

本事業は、県が主体とな
り実施する事業であり、県
市一体のもと目標達成を目
指していますが、補助事業
であることに鑑み、令和5年
4 月 1日に新潟市補助金等交
付規則に基づき設定する
「補助金取扱基準」におい
て、本事業個別の成果指標
を設定する予定です。 

【検討中】

105 農林政策
課 

意見18 
1-25 その他 

歳出科目の「目」の区分
は、市民から見ても事業や
組織との関連が理解し易い
ものとなるように分類、整
理することが望ましい。

農林政策課では、歳出科
目を 4 つの「目」に区分し
ているが、現状の区分は、
一般的な用語の意味として
使われている農業総務費や
農業振興費の区分で、各事
業が分類、整理されている
とは言い難い状況にある。
農業総務費や農業振興費と
いった名称の「目」を設定
するのであれば、市民が理
解しやすいように、各事業
を分類、整理することが望
ましい。 

現在の事業分類も、今後
事業見直しやそれに伴う業
務の所管替え等が随時発生
するため、その都度区分が
変更になると予算増減の比
較が困難になるといった課
題も想定されます。令和3年
度中にメリットデメリット
を洗い出し、財務担当課と
協議を行います。 

【検討中】

令和3年度中に農林政策課
において検討した結果、す
でに分類されている事業に
関しては予算の経年比較が
困難になることから再分類
は難しいと判断しました。 
なお、新たな事業につい

ては、市民が理解しやすい
分類整理を行うよう努めま
す。 

【不措置】

105 農林政策
課 

意見19 
1-25 その他 

文書を受領した際に、文書
管理システムによる登録を
行った場合には必要のない
収受印の押印はしないこと
が望ましい。

補助金等交付申請書など
を検証したところ、収受印
が押印されたもの、押印さ
れていないものが混在し、
区や担当者によって処理方
法が異なっていた。 

補助金事務では、同一申
請者が、申請書、実績報
告、変更申請など一連の書
類を随時提出します。担当
課では、それらの書類が一
連の申請に基づくものであ

新潟市行政文書取扱要綱
（令和 3 年 8 月 13 日制定）
において、所管課における
行政文書の処理は「収受の
事実を明確に記録する必要
がある行政文書は、行政文
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補助金等交付事務は決裁
を要する事案であり、文書
管理システムに登録するも
のとされていることから、
申請書への収受印押印は不
要である。今後は文書管理
システムに登録したとき
は、必要のない収受印を押
印しないことが望ましい。

ることがわかるよう、受理
する度に枝番を附番し管理
しています。 
文書管理システムによる

収受をした申請書も、申請
書上に発番をメモしておく
と、その後の書類受理にお
いて、その都度文書管理シ
ステムで発番を検索しなく
てもよく、事務効率化のた
め行っていたものです。
（そのメモの方法として、
収受印を押印している区が
ありました。） 
今回のご意見を令和3年度

担当者会議で共有し、収受
印を用いず別の方法がない
か、効率や事務誤りなどの
観点も踏まえながら方法を
検討します。 

【検討中】

書の余白等に所管課収受印
を押し、文書管理システム
による登録を行う」ことに
統一されたことから、区や
担当によって押印の有無の
違いは生じないこととなり
ました。 

【不措置】

113 農業活性
化研究セ
ンター 

指摘21 
2-5 農業活性研究センタ
ー研究費 

契約書についての適切なリ
ーガルチェックがなされて
いない。

共同研究や受託研究に関
する契約において、市は、
相手方が用意した契約書を
用いて契約していたが、契
約締結前のリーガルチェッ
クを受けていなかった。市
費を投じて研究を実施する
以上、知的財産の帰属や実
施許諾に関する条項の精査
が必要であることから、同
一の契約書式については 1
回だけでもよいので、弁護
士のリーガルチェックを受
けるべきである。 

令和3年度も、本件指摘事
例と同様の契約を予定して
います。 
必要に応じて、適宜リー

ガルチェックを受けること
を検討しており、現在、関
係各課と協議中です。 

【検討中】

新潟県知財総合支援窓口
（一般社団法人新潟県発明
協会）を活用し、事業実施
内容を伝えながら、共同研
究及び受託研究の知的財産
などに関する契約条項につ
いて、令和4年10月13日に
弁護士の確認を受けまし
た。 
今後も必要に応じて、同

窓口を活用し、弁護士また
は弁理士から契約書式のチ
ェックを受けます。 

【措置済み】

115 農業活性
化研究セ
ンター 

指摘22 
2-6 農産物高付加価値化
推進事業

契約書についての適切なリ
ーガルチェックがなされて
いない。

市は、相手方が用意した
契約書を用いて契約してい
たが、契約締結前のリーガ
ルチェックを受けていなか
った。知的財産に関する条
項もあるため、今後は弁護

令和3年度も、本件指摘事
例と同様の契約を予定して
います。 
必要に応じて、適宜リー

ガルチェックを受けること
を検討しており、現在、関

新潟県知財総合支援窓口
（一般社団法人新潟県発明
協会）を活用し、事業実施
内容を伝えながら、共同研
究及び受託研究の知的財産
などに関する契約条項につ
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士のリーガルチェックを受
けるべきである。 

係各課と協議中です。 

【検討中】

いて、令和4年10月13日に
弁護士の確認を受けまし
た。 
今後も必要に応じて、同

窓口を活用し、弁護士また
は弁理士から契約書式のチ
ェックを受けます。 

【措置済み】

117 農 村 整
備・水産
振 興 課
（旧農村
整備・水
産課） 

意見21 
3-1 地籍調査事業 

地籍調査事業の所管は、他
の土地政策との関係も踏ま
えて再検討されたい。

農村整備・水産課が地籍調
査事業を担当していることに
ついて、本事業が平成17年の
合併以前から、都市部よりも
農村部で行われてきた経緯に
よるのかもしれないが、都市
部での実施により、事業効果
が発揮されることに照らせ
ば、他の土地政策との関係も
踏まえ、所管を見直すことも
検討されてよい。 

地籍調査事業は、本市を
始めとする県内市町村の多
くにおいて農林部局が担当
していますが、全国の事例
を参考にしながら、令和3年
度より所管の見直しを検討
します。 

【検討中】

令和 3 年度より所管の見直
しを検討していますが、結論
に至っていません。事業効果
の観点と多くの県内市町村に
おいて農林部局が担当してい
る状況を踏まえ、引き続き検
討を行っていきます。 

【検討中】

137 農 村 整
備・水産
振 興 課
（旧農村
整備・水
産課） 

意見23 
3-22 水利施設総合管理
システム管理運営事業費負
担金 

管理運営費の負担割合の算
出方式について、その合理
性を改めて確認・検証する
ことが望まれる。

水利施設総合管理システ
ムの管理運営費について、
市と亀田郷土地改良区の負
担割合は、昭和 44年に県と
市が締結した協定書に記載
された、当時の排水量から
算出された比率と、農地・
非農地の面積割合で算出さ
れている。その後、現在ま
で、農地・非農地の面積変
動による負担率の変更はあ
ったが、排水の流出割合に
よる比率の見直しはなかっ
た。 
しかし、排水の流出割合の

数値的根拠は、現在でははっ
きりせず、当時から50年以上
経過しており、改めて合理性
の確認・検証が望まれる。 

排水の流出割合の比率に
ついては、土地改良事業計
画設計基準等にある技術的
指針の範疇にあり、一定の
合理性があるものと考えて
います。ご指摘の点につい
ては、下水道部など他の部
局の意見も聞きつつ、令和3
年度を目途に合理的かつ適
正な数値であるか、確認し
ていきます。 

【検討中】

排水の流出割合について
「土地改良事業計画設計基
準 計画「排水」」（S29 年
制定、農林水産省）に照ら
し、令和3年度に農村整備・
水産課内で改めて検討しま
したが、ピーク流出係数は
変わらない値（固定値）で
あり、農地と非農地の排水
の流出割合を 1：2 とする考
えは、現在においても、合
理性があるものと考えま
す。 

（参考） 
【ピーク流出係数】 
 かんがい中の水田 
   0.4～0.5（中間値0.45）
 市街地 
   0.60～0.90 
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「参考文献」 
「土地改良事業計画設計基
準 計画「排水」」（農林
水産省) 

【措置済み】

138 農 村 整
備・水産
振 興 課
（旧農村
整備・水
産課） 

意見24 
3-22 水利施設総合管理
システム管理運営事業費負
担金 

役割を終えた市が関与する
任意団体については、適時
に解散等の適切な措置がと
られるべきである。

亀田郷排水対策事業推進
協議会は、昭和59年に、市
と亀田郷土地改良区が負担
金を拠出して設立され、地
域の治水安全を目的とした
推進活動を担ってきた。し
かし、その活動は、新潟市
土地基盤整備促進協議会に
包含され、同協議会は平成
24年度の活動以降は、休眠
化していたため、平成30年
度末に解散が承認され、令
和元年度に残余財産が市に
返還された。 
市の実質的関与が深い任

意団体については、市の管
理が行き届いている必要が
あり、行政目的を達成した
ような場合にも、漫然と存
続させるべきではない。他
の任意団体の現状を点検
し、上記と同様の団体につ
いては、早期に解散等の適
切な措置を取られたい。

本市が関与する協議会等
の任意団体の現状を令和3年
度を目途に、改めて点検
し、役割を終えたようなも
のがないか、整理・確認し
ます。また、同様の事例が
あった際には、適切な措置
について、関係団体と協議
します。 

【検討中】

ご指摘のような任意団体
がないか、令和3年度に調査
しましたが、休眠化してい
る任意団体はありませんで
した。 

【措置済み】

145 農 村 整
備・水産
振 興 課
（旧農村
整備・水
産課） 

指摘23 
3-25 田園環境保全事業 

個別事業の事業費として、
汎用的な備品を購入してい
る。

本事業費から支出したカ
ラー複合機等消耗品費及び
同賃借料について、所管課
の説明によれば、課内にカ
ラー複合機がないため導入
したとのことであるが、他
事業にも使用するならば、
「農地諸経費」からの支出
が適当であったと思われ
る。 

主としての利用は、当該
事業における広報・普及啓
発です。ご指摘のとおり、
他事業にも使用しているこ
とから、令和4年度当初予算
から「農地諸経費」とする
取扱いについて、令和3年度
に検討・整理します。 

【検討中】

令和4年度よりリース契約
を終了し、現在はフロアー
共用のカラー複合機を使用
しています。 

【措置済み】
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149 農 村 整
備・水産
振 興 課
（旧農村
整備・水
産課） 

指摘25 
3-27 用排水浄化対策事業 

河川管理者である県に対し
て、事業費の一部を寄附金
として支払う形式は、負担
金を禁止した河川法の趣旨
との関係において、その妥
当性に疑問がある。

市が県に支払う鳥屋野潟
用水対策寄附金について、
任意の協力費と位置づけ
て、寄附金として支払う形
式は、地元市町村から負担
金を徴収し得る規定がない
河川法との関係において、
直ちに違法とまではいえな
いとしても、その妥当性に
疑問があると言わざるを得
ない。 
水質改善に果たした鳥屋

野潟浄化事業の役割の大き
さに鑑みると、本事業は今
後も継続が求められるが、
寄附金形式による事業費負
担については、県と見直し
に向けた協議が望まれる。 

鳥屋野潟は、周辺に多く
の公共施設や公園が整備さ
れ、本市都市部における市
民の憩いの場となっていま
す。しかしながら、1970年
代をピークに水質の悪化が
顕著となり、1977年以降
は、この浄化用水導水事業
を始めとする様々な対策に
より、徐々に水質は改善さ
れてきました。この浄化事
業は県が行っており、これ
に係る本市経費は、任意の
寄附金として拠出してきま
した。これは、経緯が関係
市町村から河川管理者であ
る県へ要請したことに端を
発するということや、水質
悪化の主な原因が、本市の
生活雑排水や農業排水の流
入であることなどを理由と
しています。今後は、これ
までどおり、鳥屋野潟の環
境保全及びこれによる市民
利益を確保できるよう、浄
化事業を継続する方向で県
と協議していくと共に、寄
附金によらない執行の在り
方について、ご指摘を受け
て以後、すぐに県と協議を
始めています。 

【検討中】

寄附金によらない執行の
在り方について、県と協議
を行っていますが、河川法
との関係性から、未だ結論
を出せていません。 
鳥屋野潟の環境保全及び

これによる市民利益を確保
するため、継続して本事業
が実施できるよう、事業費
の負担方法について引き続
き県と協議を進めていきま
す。 

【検討中】

151 農 村 整
備・水産
振 興 課
（旧農村
整備・水
産課） 

意見29 
3-27 用排水浄化対策事業 

負担割合の算出方式につい
て、その合理性を改めて確
認・検証することが望まれ
る。

「意見 23」で記載のとお
りであるが、市には、その
合理性を改めて確認・検証
することが望まれる。 

排水の流出割合の比率に
ついては、土地改良事業計
画設計基準等にある技術的
指針の範疇にあり、一定の
合理性があるものと考えて
います。ご指摘の点につい
ては、下水道部など他の部
局の意見も聞きつつ、令和3
年度を目途に合理的かつ適

排水の流出割合について
「土地改良事業計画設計基
準 計画「排水」」（S29 年
制定、農林水産省）に照ら
し、令和3年度に農村整備・
水産課内で改めて検討しま
したが、ピーク流出係数は
変わらない値（固定値）で
あり、農地と非農地の排水
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正な数値であるか、確認し
ていきます。 

【検討中】

の流出割合を 1：2 とする考
えは、現在においても、合
理性があるものと考えま
す。 

（参考） 
【ピーク流出係数】 
 かんがい中の水田 
   0.4～0.5（中間値0.45）
 市街地 
   0.60～0.90 

「参考文献」 
「土地改良事業計画設計基
準 計画「排水」」（農林
水産省) 

【措置済み】

164 中央卸売
市場 

指摘26 
7 所見 

施設使用料等を延滞した事
業者に対する具体的な対応
基準が設けられていないほ
か、債権回収のスタンスに
やや疑問がある事例が見受
けられた。

仲卸業者Ａ社が施設使用
料等を滞納し、未回収分は
不納欠損処理を行う予定と
のことだが、業務の許可を
取り消して強制的に退去を
求める基準を策定していな
いことは、債権管理のあり
方としては十分ではないの
で、延滞時の具体的な対応
基準を設けるべきである。 
また、市は、Ａ社清算結

了登記後も、Ａ社に対する
支払いをＡ社代表者に求め
ていたが、代表者はＡ社の
保証人ではないので支払い
義務はなく、このような対
応は避けるべきである。 

施設使用料等の延滞した
事業者に対する具体的な対
応基準については、昨年度
他都市の4市場に照会したと
ころですが、今年度、全国
中央卸売市場担当者会議（8
月）や西日本中央卸売市場
長会議（11月）を利用し
て、他市場の対応状況を把
握し、それを踏まえた上
で、令和3年度内に当市場の
対応基準を設けます。 
債権回収先に対するご指

摘については、行政経営課
及び債権管理課（現納税課
債権管理室）に相談した結
果、当該法人が廃業してい
ること、また当該法人に換
金できる財産がないことか
ら徴収停止しました。3年後
に債権放棄する予定です。 

【検討中】

施設使用料等の延滞した
事業者に対する具体的な対
応基準については、令和3年
度に「新潟市中央卸売市場
卸売業者等に係る保証金の
未預託による許可等の取消
処分に関する要綱」を制定
し、令和4年4月1日から施行
しました。 
 なお債権回収先に対する
ご指摘については、徴収停
止とし、2年後に債権放棄す
る予定です。 

【措置済み】

166 中央卸売
市場 

意見30 
7 所見 

新潟市中央卸売市場におけ
る取扱金額・取扱量の減少
傾向に歯止めをかけるため
に、「スマートフードチェ
ーン」構築の流れにキャッ
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チアップできるよう情報収
集と積極的な投資を行うこ
とを検討されたい。

中央卸売市場の最大の課
題は、取扱金額や取扱量の
減少傾向にいかに歯止めを
かけるかであり、市は、平
成 27年に中央卸売市場経営
展望を策定しているが、現
在はその後のＤＸ化の流れ
を反映し、生産から消費ま
でデータの相互利用が可能
なスマートフードチェーン
創出が日本の大きな戦略と
なっている。市には、この
流れにキャッチアップでき
るよう情報収集と積極的投
資が求められ、先を見据え
た戦略的運営を期待した
い。 

本市場でも、情報通信技
術の導入のメリットとなっ
ている「川上と川下の間で
の円滑な情報の流れ」を、
卸売業者が生産者とマーケ
ティング側の情報共有を図
り、マーケティングのニー
ズに合わせた商品作りを行
うことで実践し、徐々に成
果が出てきているところで
す。 
当面は、この活動を継続

しながら、スマートフード
チェーンの構築が、市場及
び卸売業者に何をもたら
し、どのような形で活用し
ていくことが可能となるの
か、情報収集と各事業者と
の情報交換を重ねていきま
す。           

【検討中】

令和3年度中は、新型コロ
ナウイルス感染症の影響に
より卸売業者の多くが、直
近の課題への対応に追わ
れ、中・長期的な視点での
検討に多くの時間を割くこ
とができなかったため、開
設者との情報交換は十分と
は言えませんでした。 
 引き続き、ウィズコロナ
も見据え、スマートフード
チェーンの構築が、市場及
び卸売業者に何をもたら
し、どのような形で活用し
ていくことが可能となるの
か、情報収集と各事業者と
の情報交換を重ねていきま
す。 

【検討中】

174 農林政策
課 
（旧ニュ
ーフード
バレー特
区課） 

意見32 
5-3 新潟市国家戦略特別
区域農業保証制度資金 

市が損失補償リスクを負担
してまで農業事業者の資金
調達円滑化を図ることの政
策的合理性については、さ
らに慎重な検討を求めた
い。

市は、農業者が県信用保
証協会に支払う信用保証料
の補助に加え、県信用保証
協会と損失補償契約を締結
している。代位弁済が生じ
た事例はないが、市がリス
クを負って農業者の資金調
達円滑化を図る政策的合理
性があるのか、今後慎重な
検討が必要である。 

本制度は国家戦略特区指定
の際、国が区域方針に定めた
規制改革メニューです。 
国が「商工業とともに農業

を行う者」に対して金融機関
からの資金調達を円滑にする
ため、地方自治体の応分の負
担を前提として、信用保証協
会が保証を付与することを可
能とした経緯があり、損失補
償契約を締結しています。 
今回の意見を令和3年度末

までに、関係部署及び関係機
関と検討していきます。 

【検討中】

令和 3 年 12 月 1 日に、い
ただいた意見について新潟
県及び新潟県信用保証協会
と情報共有をしました。 
市の損失補償リスクにつ

いては、既に融資した者の
返済状況や新規の借り入れ
状況を踏まえながら、新潟
県及び新潟県信用保証協会
と引き続き検討していきま
す。 

【検討中】

176 農林政策
課 
（旧ニュ
ーフード
バレー特

意見33 
5-4 国家戦略特区推進事
業 

エリアマネジメント事業の
所管については、見直しを
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区課） 検討されたい。

エリアマネジメント事業
は、都市再生・都市開発に
関する事業であり、農林水
産部の本来業務とはシナジ
ー（相乗効果）を得にくい
事業内容であることから、
市は、担当部課の変更を含
め、効率的な事業運営のあ
り方を検討するべきであ
る。 

令和3年度末までにエリア
マネジメント事業については
都市政策部と、新潟雇用労働
相談センターについては経済
部と所管の変更を協議してい
きます。 

【検討中】

エリアマネジメント事業
（特区占用特例）は、令和 4
年 3 月 17 日より道路法にお
ける歩行者利便増進道路制
度をもって全国展開とな
り、土木部の所管となりま
した。 

【措置済み】

180 農林水産
部 
（旧ニュ
ーフード
バレー特
区課） 

意見35 
5-7 ニューフードバレー
特区課全般 

事業の統廃合を含め、中長
期的視点での組織体制の構
築がなされることを期待す
る。

ニューフードバレー特区
課廃止により、農業政策課
が雇用労働相談センターの
運営や、エリアマネジメン
ト事業に係る道路法の特例
を利用した都市部の活用事
業など、本来の業務と直接
関係のない事業を所管して
いる。また、他の業務につ
いても、頻繁な組織体制の
見直しや担当部署の変更が
行われるなど、効率的行政
運営の観点から相応しくな
い。 
農林水産部全体の事業統

廃合を含め、中長期的視点
で組織体制が構築されるこ
とを期待したい。 

本市の集中改革プランの
方向性と合わせて、農林水
産部所管の政策の方向性や
優先度の見極めを行い、事
業統廃合や職員の適正配置
を含め、効率的な行政運営
が行えるよう、中長期的視
点を持って組織体制の構築
を検討していきます。 

【検討中】

新潟雇用労働相談センタ
ーについては、経済部と連
携しながら運営していま
す。 
またエリアマネジメント

事業（特区占用特例）は、
意見 33 に記載の通り、令和
4 年 3 月 17 日より道路法に
おける歩行者利便増進道路
制度をもって全国展開とな
り、土木部の所管となりま
した。 
今後も新総合計画に基づ

く農林水産部所管の政策・
施策や、またそれらの優先
度を見極めながら、事業統
廃合や職員の適正配置につ
いて、中長期的視点を持ち
組織体制を構築していきま
す。 

【検討中】

183 食と花の
推進課 

意見36 
6-1 地産外商推進事業 

事業の目標指標として、適
切な成果指標が設定される
べきである。

市は、本事業について、市
産食材ＰＲ販路拡大アプロー
チ件数を目標指標としてい
る。しかし、アプローチ件数
は行動目標であり、当該事業
は実際の販路拡大等の成果指
標が設定されておらず、事業
の効果効率性が判断できない
ことから、市は本事業の成果

事業目標（成果指標）に
ついては、その年の気象条
件や全国の作況、需給調整
等の外部要因により結果が
大きく左右されることも有
り得ますが、可能な限り事
業の評価ができるよう本年4
月に関係機関と設立した
「新潟市園芸作物販売戦略

販路拡大等の成果指標に
ついては、令和3年度に開催
した「新潟市園芸作物販売
戦略会議」の中で議論し、
評価項目を下記のとおり設
定しました。なお、具体的
な数値目標については、令
和4年度に設定することと
し、複数の指標を複合的に
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指標設定を検討されたい。 会議」の中で、具体的な事
業目標（成果指標）を検討
し、令和3年度内に設定した
いと考えています。  
また、1つの指標だけで

は、事業の実績を適切に評
価することが難しい場合、
活動指標を含め、複数の指
標を複合的に組み合わせる
ことで、事業の取り組みを
評価できるよう工夫しま
す。 

【検討中】

組み合わせることで事業の
評価を行っていく予定で
す。 

≪総合的な指標 1項目≫ 
○園芸作物の販売額が1億円
以上の産地数 

≪政策KPI 3項目≫ 
○園芸作物（野菜、果実、
花き・花木）の販売額 
○販売促進重点品目（えだ
まめ）の販売額 
○アプリ活用による園芸農
家等と求職者のマッチング
件数 

≪取り組みKPI 6項目≫ 
○販売戦略会議（代表者会
議）の開催回数 
○販売戦略WGの開催回数 
○トップセールスの実施回
数 
○試食宣伝会、キャンペー
ンの実施回数 
○ＳＮＳ等を活用した情報
発信回数 
○園芸農家等と求職者のア
プリ登録者数 

【検討中】

190 食と花の
推進課 

意見37 
6-2 食文化創造都市推進
事業 

投資効果を明確にするた
め、ターゲットや成果指標
を明確にした事業構築がな
されるべきである。

レストランバスを活用した
ガストロノミーツーリズム構
築事業について、担当課の説
明によれば、目的に適う成果
を上げたとの評価であるが、
県外観光客呼び込みによる交
流人口の増大が最終目的であ
り、達成状況が十分とはいえ
ない。今後、事業再開の際、
ターゲットや成果指標をより
明確にした事業構築を期待し
たい。 

今後、ガストロノミーツー
リズム構築事業を実施する際
には、ターゲットと成果指標
をより明確に設定します。 

【検討中】

レストランバスを活用し
たガストロノミーツーリズ
ム構築事業については、受
入施設の確保や協力してく
れる料理人、生産者などと
の連携といったツーリズム
を進めるにあたっての土台
をつくる役目を果たしたと
考えています。現在は、そ
の土台を活用し、民間事業
者が実施するガストロノミ
ーツーリズム事業への助成
等を行っています。今後
も、ガストロノミーツーリ
ズムの情報発信や民間事業
者への支援を行う形で、推
進を図っていく予定です。 

【検討中】
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192 食と花の
推進課 

意見38 
6-2 食文化創造都市推進
事業 

利用が低調であるため、制
度周知に加えて、補助率
（上限額）や研修計画策
定・実施までのスキームに
ついても、再検討された
い。

若手料理人研修補助金に
ついて、補助率（上限額）
や、市指定コーディネータ
ーとの協働による事前準備
等の負担から、制度利用が
敬遠されている可能性があ
る。 
市は、本事業を継続すると

きは、さらなる制度周知のほ
か、補助率（上限額）や研修
計画策定実施までのスキーム
も再検討されたい。 

今後、若手料理人研修補助
を実施する際には、さらなる
制度周知や、関係者のヒアリ
ングを行い、より利用しやす
く、かつ、料理人のスキルア
ップにつながる形を目指しま
す。 

【検討中】

若手料理人研修補助につ
いては、新型コロナウイル
スの影響などで、制度立ち
上げ時と飲食業界を取り巻
く環境も変化したことか
ら、事業は休止しており、
現時点では再開の予定はあ
りません。 

【不措置】

195 食と花の
推進課 

意見39 
6-3 新潟の食と花のＰＲ
事業 

食と花の銘産品の認知率や
事業による成約件数を把握
したうえで、適切な成果指
標が設定されるべきであ
る。

本事業の目標指標とし
て、市産食材ＰＲ、販路拡
大アプローチ件数を挙げ、
目標値を達成しているが、
事業の具体的成果を判定す
る成果指標が設定されてい
ないため、効果測定が十分
になされているとはいえな
い。 
市内農産物のプロモーシ

ョン動画の公開やふるさと
納税の返礼品などの取組み
も評価されるべきであり、
そのための定期的な銘産品
の認知率調査も必要であ
る。 

事業目標（成果指標）に
ついては、その年の気象条
件や全国の作況、需給調整
等の外部要因により結果が
大きく左右されることも有
り得ますが、可能な限り事
業の評価ができるよう本年4
月に関係機関と設立した
「新潟市園芸作物販売戦略
会議」の中で、具体的な事
業目標（成果指標）を検討
し、令和3年度内に設定した
いと考えています。  
また、1つの指標だけで

は、事業の実績を適切に評
価することが難しい場合、
活動指標を含め、複数の指
標を複合的に組み合わせる
ことで、事業の取り組みを
評価できるよう工夫しま
す。なお、銘産品の認知度
調査については、事業効果
を測定するため、必要に応
じて適宜実施していく予定
です。 

【検討中】

販路拡大等の成果指標に
ついては、令和3年度に開催
した「新潟市園芸作物販売
戦略会議」の中で議論し、
評価項目を下記のとおり設
定しました。なお、具体的
な数値目標については、令
和4年度に設定することと
し、複数の指標を複合的に
組み合わせることで事業の
評価を行っていく予定で
す。 

≪総合的な指標 1項目≫ 
○園芸作物の販売額が1億円
以上の産地数 

≪政策KPI 3項目≫ 
○園芸作物（野菜、果実、
花き・花木）の販売額 
○販売促進重点品目（えだ
まめ）の販売額 
○アプリ活用による園芸農
家等と求職者のマッチング
件数 

≪取り組みKPI 6項目≫ 
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 ○販売戦略会議（代表者会
議）の開催回数 
○販売戦略WGの開催回数 
○トップセールスの実施回
数 
○試食宣伝会、キャンペー
ンの実施回数 
○ＳＮＳ等を活用した情報
発信回数 
○園芸農家等と求職者のア
プリ登録者数 

【検討中】

201 食と花の
推進課 

意見41 
6-6 地場産学校給食推進
事業 

今後の事業のあり方につい
て、具体的な検討がなされ
るべきである。

令和元年度当初は学校教
育における地場農産物の向
上に対する新たな取組みを
検討することとされていた
が、令和 2 年度も準備期間
と位置付けられている。今
後の事業のあり方につい
て、具体的な検討が求めら
れる。 

令和元年度に地産地消コ
ーディネーター派遣事業を
活用し、学校給食への地場
農産物の利用について検証
を行った結果、地場農産物
の価格や規格、必要量の折
り合いがつかない、供給体
制が十分でないなどの課題
があることが明らかになり
ました。令和2年度はこの課
題などについて、学校給食
関係者と認識を共有するた
め、フォーラムの開催など
を予定していましたが、新
型コロナウイルスの感染拡
大によりフォーラムを中止
し、児童向けに給食で使っ
ている新潟米をより知って
もらう取組みを行いまし
た。 
令和3年度は、改めてフォ

ーラムを開催するととも
に、教育委員会や関係団体
と連携して、地場農産物の
利用拡大に向けた新たな取
組みの可能性について検討
を進めていきます。 

【検討中】

新型コロナウイルス感染
症の影響で延期していた
「食育推進フォーラム～学
校給食における地産地消
～」を令和3年度に開催しま
した。学校給食関係者、給
食調理事業者、流通・納入
事業者、ＪＡ・全農等が参
加し、地場産食材の利用促
進に向けて、連携の必要性
や各々の役割について理解
を深めました。 
現在教育委員会と定期的

な意見交換を行っており、
令和4年度中に現場の栄養教
諭との検討グループ立ち上
げや各区へのヒアリングを
実施します。また、地場農
産物の使用割合向上だけで
なく、食育の観点から、子
どもたちに地場農産物を生
きた教材として活用してい
ます。 

【検討中】

203 食と花の
推進課 

意見42 
6-7 食育推進計画推進事
業 

キャラクターの活用につい
ては、マーケティングの専
門家からの助言を得るなど
して、十分な効果を挙げら
れるような方策を検討され
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たい。

市は、食育花育推進キャ
ラクターまいかちゃんを利
用して、食育の普及啓発、
ＳＮＳによる情報発信を行
っているが、市民に広く周
知されているとは言いがた
く、Ｗｅｂマーケティング
の専門家から助言を得るな
どにより、十分な効果を挙
げられる方策を検討された
い。 

本市の食や花に関する情
報発信、市の事業をＰＲす
るための補助的な役割とし
て活用しています。 
令和3年度以降も広報課主

催のソーシャルメディア関
連などの研修に参加し、専
門家の意見もいただきなが
ら、効果的な発信に努めて
いきます。 

【検討中】

令和3年度に広報課主催の
「ＳＮＳ運用研修」に参加
しました。研修会では、当
課のＳＮＳにおけるキャラ
クターの活かし方などにつ
いて、講師の専門家から具
体的なアドバイスをいただ
き、日々の発信に活かして
います。 

【措置済み】

212 食と花の
推進課 

指摘30 
6-10 3施設管理運営 

貼付すべき備品シールが全
ての備品に貼られていない
など、備品管理が行き届い
ていない。

全ての備品に、備品シー
ルが貼られていなかったの
で、改善されたい。 

指定管理者と協働で、備
品台帳に基づく現物確認を
実施しており、令和3年度中
に、全ての備品（3施設合計
で1,227品）にシールの貼付
を行います。 

【検討中】

指定管理者と協働で、備
品台帳に基づく現物確認を
実施しましたが、想定以上
に時間がかかり、確認作業
は令和4年5月に完了しまし
た。確認結果を基に、令和 4
年度中にシールの貼付を行
います。 

【検討中】

212 食と花の
推進課 

意見43 
6-10 3施設管理運営 

指定管理者候補が1者しか
現れない現状に照らすと、
次の募集に際しては、地域
要件の設定のあり方につい
て再度検討されたい。

指定管理者の選定にあた
り、市は、地域要件（市内
に本社・本店がない団体は
単独で応募できない等）を
設定している。手続き的に
不備等は見受けられないも
のの、指定管理者候補が 1
者だった現状に照らすと、
次回募集の際は、地域要件
について再度検討された
い。 

令和4年度の次期指定管理
者の募集に向けて、地域要
件を外した場合のメリッ
ト・デメリットを整理する
など、令和3年度中に、地域
要件の設定のあり方につい
て再度検討します。 

【検討中】

次期指定管理者の募集に
向けて、地域要件について
令和4年度当初から再度検討
しましたが、いくとぴあ食
花及びアグリパークは、本
市の食と花の魅力を市の内
外に発信する拠点であり、
本市の農業や食文化、花な
どについての知識・理解が
不可欠であることから、本
市に根差した企業・団体に
よる運営が望ましいと判断
し、引き続き地域要件を設
定したうえで募集を行いま
した。 

【措置済み】
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214 食と花の
推進課 

意見44 
6-10 3施設管理運営 

消費税の税率変更があった
際は、指定管理料だけでな
く、施設の利用料金につい
ても上限変更等の適切な転
嫁対策措置がなされるべき
である。

令和元年 10月に消費税が
引き上げられたが、市の方
針等に基づき、アグリパー
ク宿泊料の上限は据え置か
れた。アグリパークの指定
管理においては、使用料を
指定管理者の収入にするこ
とができるため、利用料金
に増税分が転嫁されない限
り、実質的な値下げになる
ことから、利用料金の上限
変更が検討されるべきであ
る。 

【食と花の推進課】、【財
務課】 

財務部において、全庁的
な公共施設使用料のあり
方・考え方を検討してお
り、令和3年度中に方針を決
める予定です。指定管理施
設の利用料金は、その全庁
的な方針に沿って見直しを
行いますが、その際には、
令和元年度の消費税増税分
も含めたコスト計算を行
い、新たな利用料金の設定
に反映させます。 

【検討中】

【食と花の推進課】、【財
務課】 

財務部より、全庁的な公
共施設使用料のあり方・考
え方がまだ示されていませ
んが、指定管理施設の利用
料金は、今後示される全庁
的な方針に沿って見直しを
行うこととし、その際に
は、令和元年度の消費税増
税分も含めたコスト計算を
行って、新たな利用料金の
設定に反映させます。 

【検討中】

216 食と花の
推進課 

意見45 
6-11 食と花の推進課全般 

事業の目標指標として、適
切な成果指標が設定される
べきである。

全体的に、行動指標の設
定は適切だが、成果指標の
設定は適切と言いがたい。
成果指標の設定が適切にさ
れなければ、事業効果の検
証が十分に行えず、事業に
費やした職員の労力の浪費
になりかねない。 
農業経営者や学識経験者

の助力を得ながら、適切な
成果指標の設定を検討する
など、目標設定のあり方を
再検討することが必要と考
える。 

意見36及び39で述べた通
り、事業目標（成果指標）
については、その年の気象
条件や全国の作況、需給調
整等の外部要因により結果
が大きく左右されることも
有り得ますが、可能な限り
事業の評価ができるよう本
年4月に関係機関と設立した
「新潟市園芸作物販売戦略
会議」の中で、具体的な事
業目標（成果指標）を検討
し、令和3年度内に設定した
いと考えています。  
また、1つの指標だけで

は、事業の実績を適切に評
価することが難しい場合、
活動指標を含め、複数の指
標を複合的に組み合わせる
ことで、事業の取り組みを
評価できるよう工夫しま
す。 

【検討中】

販路拡大等の成果指標に
ついては、令和3年度に開催
した「新潟市園芸作物販売
戦略会議」の中で議論し、
評価項目を下記のとおり設
定しました。なお、具体的
な数値目標については、令
和4年度に設定することと
し、複数の指標を複合的に
組み合わせることで事業の
評価を行っていく予定で
す。 

≪総合的な指標 1項目≫ 
○園芸作物の販売額が1億円
以上の産地数 

≪政策KPI 3項目≫ 
○園芸作物（野菜、果実、
花き・花木）の販売額 
○販売促進重点品目（えだ
まめ）の販売額 
○アプリ活用による園芸農
家等と求職者のマッチング
件数 

≪取り組みKPI 6項目≫ 
○販売戦略会議（代表者会
議）の開催回数 
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○販売戦略WGの開催回数 
○トップセールスの実施回
数 
○試食宣伝会、キャンペー
ンの実施回数 
○ＳＮＳ等を活用した情報
発信回数 
○園芸農家等と求職者のア
プリ登録者数 

【検討中】

229

237

秋葉区役
所 

西区役所 

意見48 
9-2 アキハ花一番ＰＲ事
業 

広告掲載料を抑えるための
工夫を検討されたい。

新潟日報への広告掲載料
について、年間複数回広告
掲載するのであれば、一括
契約による値引き交渉の余
地がないか等、広告掲載料
を抑えるための工夫を検討
されたい。 

意見49 
11-2 「食×農」体験プ
ログラム実施事業 

生産者の生の声を聞く機会
が増えるよう、実施方法の
工夫を希望する。

小学校側は、収穫体験
等、児童が直接体験できる
講座を選ぶ傾向があると思
われるが、生産者の生の声
を聞くことも重要である。
今後も生産者講話の希望が
少ないままであれば、他の
プログラムと組み合わせる
など、実施方法を工夫され
たい。 

令和3年度以降、広告の年
間計画を作成し、複数回の
広告掲載が予定される年に
ついては、一括契約を行
い、広告掲載料の削減に向
けた取り組みができるかも
含め検討していきます。 

【検討中】

生産者の生の声を聞くこ
とができるようにするた
め、収穫体験及び料理講座
のプログラムに生産者講話
を組み込む予定(令和3年7月
～)です。 

【検討中】

令和 3、4 年度は広告掲載
が1回であったことから、広
告掲載料を抑えるための値
引きは行いませんでした
が、今後、複数回の広告掲
載が予定される年について
は、一括契約を行い、広告
掲載料の削減に取り組みま
す。 

【措置済み】

生産者の生の声を聞くこ
とができるようにするた
め、収穫体験及び料理講座
のプログラムに生産者講話
を令和3年度から組み込みま
した。 

【措置済み】

241 西蒲区役
所 

指摘35 
12-1 新たな産地づくり
プロジェクト 

市の有する商標権の使用上
の条件等が明確にされてい
ない。

西蒲区が商標登録した
「なないろ野菜」の商標に
ついて、「にしかん園芸作

販売促進のため、西蒲区
が商標をデザインしたのぼ
り旗や腰巻を作成し、ＪＡ

令和3年度に「にしかんな
ないろ野菜商標使用取扱要
綱」を新たに定めました。 
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物生産協議会」の参加者は
自由に使用できるが、使用
上の条件等に関する規定が
なく、市と同協議会との間
の取り決めもない。 
今後、商標の使用者及び

対象農作物の増加が想定さ
れるため、当該商標の使用
上の条件等について、何ら
ルールが存在しない現状は
適切とは言いがたい。 

直売所に提供するほか、野
菜に貼るシールを作成し、
各生産者に提供していま
す。  
それらについては、ＪＡ

や生産者が自ら作成してい
るものでないため、届出ま
では不要ですが、今後、例
えば飲食店がＳＮＳで「な
ないろ野菜」の料理を紹介
する際に商標を使用する場
合などに備えて、商標の使
用ルールを定めて適切に管
理していくことが必要で
す。他所属のルールも参考
にし、令和3年度内に速やか
に定めます。 

【検討中】

商標について、使用承認
の申請、使用上の遵守事項
などを定義しました。今後
はこの要綱をもとに、「な
ないろ野菜」の更なる生産
振興と販売促進及び消費拡
大を図っていきます。 

【措置済み】

242 西蒲区役
所 

指摘36 
12-1 新たな産地づくり
プロジェクト 

法的意味づけの曖昧なま
ま、課長名による外部者と
の「覚書」が締結されてい
た。

西蒲区産業観光課、ＪＡ
越後中央巻営農センター、
にしかん園芸作物生産協議
会の 3 者により、業務協力
に関する覚書が締結されて
いるが、市を代表する立場
ではない課長名で、内容次
第では法的権利義務が発生
する可能性がある覚書等を
締結することは、基本的に
適切ではないと思われる。 

新たな産地づくりプロジ
ェクトは、令和2年度をもっ
て終了しました。 
令和3年度からは、新たに

他区や周辺市町村などの飲
食店へも販路を広げ、産地
の地盤を強固なものとして
いくため、「なないろ野
菜」ブランド強化・販路拡
大事業に取り組みます。 ご
指摘を踏まえ、今後は生産
者の協議会において、覚書
でなく業務協力を明記した
規約を令和3年度内に速やか
に定める対応に改めまし
た。 

【検討中】

令和3年度に「にしかんな
ないろ野菜生産協議会規約
」を新たに定めました。 
生産者をはじめとする会

員が相互に連携・協力し、
品質の向上、生産・販売量
の増加を目指すこととしま
した。生産面・販売面の連
携を強化し、「なないろ野
菜」について、今後更なる
ブランド強化・販路拡大に
取り組んでいきます。 

【措置済み】

※「措置内容等」欄に、カッコ書きで記載の措置区分について

 【措置済み】は、措置を実施済みのもの、 

 【不措置】は、措置をしないことを決定したもの、 

 【検討中】は、措置方針を検討中のもの、または、措置方針は決定したが未実施のもの、 

を示しており、担当部署からの報告内容を基に、監査委員事務局が追記し、担当部署が確認したものです。 
 なお、外部監査人の指摘について【検討中】としたものは、次年度も継続して確認を行い、検討の結果を公表する
予定です。また、今後の定期監査等においても、適宜、状況確認を行います。 


